






























































































































































































隊の「初動対応」 （ 「対処」 ・ 「組織的対応」 ）を社会学的視点から評価する上で、絶対に見逃せない条件（ 「事実」 ）がある。それは、地元の陸上自衛隊岩手駐屯地、航空自衛隊山田分屯地等の部隊、隊員、さらにその家族の其々 甚大な被害に晒されていたことである。まさに、 「 急救援」の主力となる部隊及び隊員の多くが甚大な被害を被っていたのである。　
この「事実」を看過しては、今回の東北地方・







とは出来ない。言い換えれば、かけがえの無い家族や親族を「安否」不明の状態で被災地域に残し、派遣部隊・隊員達がどのよう 気持ちで、またどのような覚悟のもとで任務に赴いたかが（個々の隊員の「役割葛藤」の問題を始め災害時における人間社会全体の対応を知る上で）分析のもっとも重要な争点を構成しており、この要件（事実）を無視しては自衛隊全体の組織的救助・救援活動の真の意義を汲み取ることは出来ない 写真１） 。　
因みに、陸・海・空３自衛隊を通して「家族が被災した隊員」の数は三百七十四名、 「被災家族で亡くなった方」



































「大丈夫ですか。 」と声をかけた。（既に、 【大規模震災災害派遣】が発令されてから２週間以上が経つ。隊員にかかる心身の負担は大変なものである。過酷な環境の中で、しかも粗末な戦闘糧食で命を繋ぎながら、懸命に被災者に寄り添う自衛隊員を気遣ったのである。 ）【吉田充３曹】「はい、家は流されましたが家族は無事でした。 」 （冷静で静かな口調であった。 ）








































































いわば個々に強い心理的緊張（ 「役割緊張」 ）を伴う困難な状況の中で、 果敢に応急救援部隊・
隊員としてその任務に赴き、沿岸部へ前進、其々の役割（責任）を果たしたことである。まさに、陸上自衛隊第９高射特科大隊の 「前進」 の事例に見られる如くである。 （田中伯知 『陸上自衛隊の災害派遣の社会学的分析
―
東北地方・









を期するものとする。 」 （ 『服務
の宣誓』 。傍線は田中による。 ） 。
　『服務の宣誓』の「事に臨んでは危険を顧みず、身をもって責務の完遂に努め、もつて国民の負託にこたえること……」
























試みを提示することに置かれている。それは、社会学の根本的関心が人間行動と社会秩序のあり方に絞られるからとも言える。本研究（ 「いざ、東北沿岸へ」の一連の論文）の重要な目的の一端は、 学的視点に立ち、 「警報期」 、 「脅威期」 、 「衝撃期」 、 「被害の査定期」 、 「救助期」 、 「救援期」 、 「復興期」といった災害の社会過程（災害の時期的段階）を軸に、人間社会の対応の特徴とその変遷とを捉えていくことにある（表２） 。　
この点に関して、米国の社会学者Ａ・Ｈ・バートンの見解が大いに参考となる。 （以下は、バートンの見解に則り
災害の様相を時期的・段階的に分類したものである〈アレン・Ｈ・バートン、秋元律郎・安倍北夫・島田一男監訳『災害の行動科学』学陽書房 昭和四十九年十一月、四十五～四十六頁











































































































































































































































災害の時系列な過程には、前災害期、衝撃期、救助・救援期、復旧・復興期が含まれるが、緊急社会システムは、この衝撃期から復旧期の段階で観察される一時的な緊張処理体系を指す。ここでは急激な変化によって、システムの諸資源の配分・統合を秩序づける平常時のシステムが解体し、これを再統合していくために統合組織を中心として緊急的な組織連関（ 「組織間対応」 ）のネットワークが形成されるが、やがて諸組織間の調整を果たして、復旧期に役割を完了することになる。 （秋元律郎「緊急社会システム」濱嶋朗ほか編『社会学小辞典』 （新版増補版）
 一二八頁参照、強調は田中による） （表２） 。
　
要約すれば、災害時において、 「衝撃期」から「復旧期」の段階で立ち上がる一時的な緊張処理体系（ 「緊急社会シ









の「対応行動」を説明する上で重要な視点を提示している。Ｒ・Ｈ・ターナーはシカゴ学派の伝統を継承する社会学者で、主に集合行動論、災害社会学（災害の社会学的分析） 、理論社会学などの領域で多くの業績を残した。理論会学の分野では、 「象徴的相互作用論」を重 する立場から役割理論を展開した。一般に、 「人の社会的行動とそのパターンを役割として捉えると、この行動を構成する諸要素間に矛盾・対立がある結果として、行為者（間）に心理的緊張が生じる場合、ないしは役割がスムーズに遂行されず、システムの機能が十分に果 されない状態を役割葛藤という。 」 （石原邦雄「役割葛藤」盛岡清美・塩原勉・本間康平編集代表『新社会学辞典』有斐閣 一九九三年二月十日、一四三〇頁） 。　
東北地方・太平洋沖地震（ 「大津波」 ）の「衝撃期」の段階で、夫や妻さらに親としての責任や役割をすべて投げ出



























それら個人や組織の「対応」 （ 「対処」 ）を「因果的説明」の観点から記述し、さらに
 
②
 そのような「対応」 （ 「行動」 ）の規定要因（ 「歴史的・社会的背景」 ）を体系的に記録することによって、より精緻






















効果や、戦争災害に関する調査研究にあった。日本に関する報告は、 「太平洋戦争」 （ 〇八報告書 として『アメリカ戦略爆撃調査』報告の一部を構成している。同調査団の日本での主な活動は （米 と米国民に向けた「歴史の資糧」を得るため）日本の武官（軍人） 、文官及び産業人七〇〇名以上に証言を求め さらに多数の文書を接収しそれ翻訳に努めることにあった。因み 、米国戦略爆撃調査団の航空機部は 次のように、大戦中における日本の工場配置や交通体系の基本的矛盾についても言及している。 （田中伯知 「新聞論調にみられる 史観」 『コミュニケーションと情報』芦書房、一九九六年五月
 参照） 。
―108―



































































パニック（的反応）などに代表される、従前からひろく一般に抱かれてきたステレオタイプ的反応に対して疑念を提示したことである。それは、また（ 「個人の行為」と「社会秩序の形成」との課題に焦点を置く）社会学者の災害時における人間社会の対応に対する興味や関心の高まりを表していた。別の表現を借りれば、 地震や津波さらに伝染病・疫病といった災害は、 自然の脅威と人間社会（言わば、 人間性や人間の行為の「表出」 ）との境界線上で起こる「現象」であるこ を示している。単純に言うと、災害は我々 日常生活の延長線上で起こる一種 出来事（現象）として定義できる。　
浦河沖地震（昭和五十七年〈一九八二年〉三月二十一日） 、日本海中部地震（昭和五十八年〈一九八三年〉五月
























































  おも 、災害の「衝撃期」 、 「被害の査定期」 、 「救助期」 、 「救援期」 、すなわち〈衝撃〉後の人間社会の「対応」（R
esponses ）の実相・実態を体系的に分析する。
③



















  以上の作業を通して、主に、領域社会 は、
 社会（システム）

































含め、応急救援部隊、他の災害対応組織・機関等における「組織的対応」 、 「組織間対応」 、及びそこでの意思決定の「構造」 （またはその「変容」のプロセス）を綿密に観察し（捉え） 、精緻な分析を行うことにある。　
阪神・淡路大震災の直後、自衛隊の積極的運用を批判的に捉える諸研究がおこなわれたが、それらに共通する特徴
は、戦前の「軍国主義」に対する批判 一環として「自衛隊」それ自体を批判の対象としている点にある。例えば、関西学院大学名誉教授・黒田展之 論文 如くである。　
黒田の主張の骨子は、 「大震災が起きた時に、政治や国家がどう対応したか。関東大震災（一九二二〈大正一二〉



































































































 地域の政治的条件（ 「利益集団の活動と『利害の表出』 」 「イ






保有、などの理由から災害対応の主力である。 」 （佐々淳行「内閣の危機管理委で」 『朝日新聞』平成七年二月九日、参照） 。さらに、⑤










衛隊法」 ）を始め、自衛隊・部隊の「運用」を（インプリシットなかたちをとって、つまり暗黙裡に）否定し 批判的に論評する「動き」がある 黒田 主張は、次の通りである。　「自衛隊の出動の問題」に関わる争点は、黒田の「主張」によると、 「戦後国家の危機管理にとって、自衛隊の災害救援出動は、検証を要する重要なテスト ケースであ 阪神大震災におけ その検証が第二の課題（ 「自衛隊が災害救援出動のために、なぜ四時間半以上を要した か」 ）である。 災害派遣について、自衛隊法は 原則として防衛庁長官ないしその指定 る者（方面総監、師団長、駐屯地司令）にたいする都道府県知事の派遣要請が その要件とされている（自衛隊法第八三条第一項 つまり ここではシビリアン・コントロールの原則にしたがって
―118―
部隊が独自に動くことを戒めるとともに、自治体が災害救援の第一次的責任主体である、という前提がとられている。ただし、 『その事態に照らし特に緊急を要し、前項の要請を待ついとまがないと認められ とき』は、防衛庁長官らは知事からの要請を待たずに部隊等を派遣することができる（同二項、いわゆる『自主派遣』 ） 」 。また、防衛庁の施設又 その近傍に災害が発生した場合には、部隊等の長は部隊等を派遣すること できる（同三項） 。
自衛隊の災害










  自衛隊のもっている危機管理能力の潜在的な大きさと、これを有効に引き出し得ない政府、自治体（行政）の対応の鈍さ、無力さである。もしも、 （発災時において、自衛隊の危機管理能力が）有効に機能していたら、事態は大きく変わっていたのでは、と思うのは私だけではなかろう。
②
  自衛隊が本格的な災害派遣に出動したのは、午前一〇時十五分、地震発生から実に四時間半。なぜ、こんなにおくれたのか。 （傍線及びかっこの中 加筆は田中による。 ）
③








ある。それは 国家防衛の任に当たる自衛隊（ 「自己完結型組織」 ）の構造とその機能に関する知識の欠如、または認識の欠落が見られることである。　
京都大学教授・佐伯啓思（経済思想史）は、とりわけ戦後の「知識人」を自称・自認する人びとの間に見られる「反
国家思想」 （ 「反日」 ）の傾向について、次のような興味深い分析を示している。 「わたしは、……何度か、戦後日本の知識層を覆う『反国家主義』的傾向について論じてきた。それは、必ずしも『反国家』といったような明瞭な論議の形を提議するわけではない。そうではなく、それは一層もっともらしく、時には現実的な身振りと もに論じられる。例えば、市民論がそれ り、グローバリズム論がもうひとつの代表である。これらの論議は、通常、次のような手続きをとる。それは、まずは、官僚の不手際 批判や日本経済の低迷 いうきわめて具体的 点から始めながら、次の段階で、既成の政治権力の批判 権力の批判へと至り その には、グローバルな、つまり地球的な市民の運動やグローバルな市場経済に対する障害として国家をもちだす。……ここ あるのはインプリシットな 『反国家主義』である。……戦後の我が国の社会科学や社会思想は、 これも暗黙裡に『反国家主義』……を前提としている。ここに戦後の日本における思想的な前 があ 。 」 （佐伯啓思「保守主義にとっ なぜ は重要なのか」 『正論』通巻２９８号
 平成九年六月号
 産経新聞社
 １３０―１３１頁） 。 （因みに、 戦後の日本思想史研究の中で、 仏教、 とくに「正
法」 （ 『法華経』の教え） もとに国家、国民の「安穏」を説く日蓮の思想（ 『立正安国論』 ） マルクス主義無神論の立場から運動を展開する一部の反体制左派勢力（進歩的知識人）によって、 「国家主義」を謳うものと て批判の対象とされた） 。　
さらに、佐伯は、 「 （こうした点から捉えると） 『国家主義』をイデオロギーとして批判する戦後思想もまた、別の
―120―
イデオロギーを内包しているのであり、……（ 『反国家主義』の立場に立つ）リベラル・デモクラシーもまたイデオロギーにほかならない。 」 （佐伯啓思、同）と指摘している。　
因みに、自衛隊法第八三条第一項（ 「災害派遣」 ）には、 「都道府県知事その他政令で定める者は、天災地変その他
の災害に際して、人命又は財産の保護のため必要がある 認める場合には、部隊等の派遣を防衛大臣又はその指定する者に要請することができる。 」 （全文）と記されてい 。因みに、第八三条第一項で言う「その他政令で定める者」とは、海上保安庁長官・管区海上保安部長・空港事務所長を指す。　
言うまでもなく、自衛隊は、国民の「負託」の下、わが国の「安全保障」の責務を担う唯一の軍事型組織（ 「主体」 ）
である。したがって、災害派遣 際して 、第一に、わが国の安全保障上の懸念はもとより、日本全体を取り巻く様々な環境条件を検討し、部隊派遣の「有無」について総合的見地から判断が下されると共に、防衛省首脳部（防衛大臣）から第一線部隊までが同時並行的に（災害派遣の）準備に取り掛かるもので この意思決定の過程において、とくに留意される（考慮される）べき条件とは（所謂） 「部隊 重み」である。言い換えれば、①
 偵察、②
 命令下達、
③兵站の準備など、 運用に必要な「多義」にわたる活動が行われる。こうした「部隊の重 」に耐えながら、地震発生時（ 「衝撃期」 ）に自衛隊がとった迅速な 対処 は、米軍関係者からも大きな「驚嘆の念」をもって受け取られている。　
事実、兵庫県南部地震の発生に伴い、兵庫県伊丹市の陸上自衛隊中部方面（ 「中方」 ）総監部を始め、 「中方」隷下







知事の出動要請が出ていなかったため、 （名目的には） 「訓練の目的」で観測用ヘリコプターを神戸、 淡路島方面の偵察へ向かわせている。それは、突発型地震災害（ 「緊急事態」 ）に対処するため、山根司令は敢えて「法の精神に従い、法 乗り越える」といった選択を行ったのである。同司令の姿勢からは、 「法の尊重 と迅速な「人命救助」の信念とが、深く伝わってくる（平成七年〈一九九五年〉二月一四日、八尾駐屯地にて） 。　
阪神・淡路大震災の「衝撃期」の段階において、山根司令の判断・
指揮のもと被災者の救助・救援に向け、 「中部方面航空隊」のとった迅速な「動き」 （すなわち、 災害派遣」に向けた「偵察 活動に代表される対応）などは、 「部隊の重み」を象徴的に表すものである。　
こじんまりとまとまった八尾駐屯地 一角に、古い瓦屋根を残し







































絡をとった。 「当直」からの報告の第一報は、 「艦内水浸し」 （海自の部内用語。基地隊が甚大な被害を被っていることを指す。 ）であった。仲摩司令は、公用車の迎えは無理と判断し、一人徒歩で東灘区の阪神基地隊本部へ向かった。司令は、甚大な被害に驚き、同時に神戸市民救援の「方途」を探っていた。　
本部も甚大な被害の下にあった。液状化で建物の一階部分は水没していた。大阪湾や播磨灘等の警備、監視の任に




















隊が本格的な災害派遣に出動したのは、午前一〇時一五分、地震発生から実に四時間半。なぜ、こんに遅れたのか。 」 、また「震災当日（一月一七日）の（マスコミ報道の）記録を整理してみると、まず気のつくことは、災害時において、自衛隊のもっている危機管理能力の潜在的な大きさと、これを有効に引き出し得ない政府、自治体（行政）の対応の鈍さ、無力さである。もしも （それらが）有効に機能していたら
図２　陸上自衛隊第３師団の配置
―125―
事態（ 「結果」 ）は大きく変わっていたのでは、と思うのは私だけではなかろう。 」 （黒田展之「大震災と危機管理
―
その時、 政治は何をし、 何をしなか たか
―
」一九頁）といった主張は、 実際には当たらない。黒田が（ 「政府」 、 「行
政」に対する批判的見解の陰で暗黙裡に）設定する真の争点は、 （自衛隊の「災害出動」の在り方にあるのではなく） 、明らかに、政治的意味における『自衛隊』 （の問題）それ自体である。　
しかしながら、①「政治、行政は何をしたのか、しなかったのか」 （ 『朝日新聞』
 阪神大震災特集、一九九五年二月
一七日）及び、② 「危機管理・政府はどう動いた 」 （ＮＨＫスペシャル・シリーズ























ように、 戦時中の済州島 おける女性の「強制連行 （拉致）の「嘘話」 （作り話）等の事例は、 一体、 ど ように「理解」すれば良いのであろうか。　
こうした偏向記事や「嘘話」 （作り話）等は、戦後、日本を取り巻く「冷戦」などの厳しい国際環境を色濃く反映





従来、 （ 「在日」の問題等を抱え）社会党や共産党などの革新政党（ 「反体制左派勢力」 ）の強い阪神地区では、実際
に防災訓練でさえも自衛隊の参加は政治的理由により拒まれ続けてきた。 「関西には地震がない」といった非科学的理由でもって自衛隊の訓練参加が拒まれてきたことは く知ら ている。Ｂ・Ｆ・マクラッキーの指摘を考え と、極めて興味深い事例 ある（図３） 。　
阪神・淡路大震災は 「反体制 的知識人の「スタンス」の中に潜在する矛盾（二律背反性）を暴き出した。つまり、









































































































法の下で一般道や高速道路を走れるように なければならないのだ。タイヤの接地圧も定められ、バックミラーや窓の規格、ウインカーの さやサンバイザーの固さに至るまで全てが厳格で、軍仕様として必須 スペック 日本独特の交通行政事情の両方の条件を兼ね備える必 ある。そ ゆえ、見た目は同じだ ら 民生品のトラックをちょっ
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枚を積み込んだ。艦内には非常用糧食一〇〇〇食分を備えていた。午前九時三三分、出動命令があり、二〇分後に出港した。目的は現場の情報収集と阪神基地隊の支援、救助の初動だった。瀬戸内海は漁船が多い上、海域が狭いが、可能な限りスピードを出した。艦内では、着いてすぐに非常用糧食を出せるようボイルした。糧が多いため調理用器具だけでは足らず、ふろに蒸気を送り込んで温めた。これで二トンの水を使い、洗面や洗濯を制限する真水第一管制を敷いた。暗くなり明石海峡に近付くにつれ、雲が出ているかのように見えた。が、よく見るとすごい勢いで上がっている煙だった。長田区あたりに火が赤々と見え 午後八時四〇分 東灘区の阪神基地隊に到着。翌一八日朝に基地の全容を見 グランドは液状化し、アスファルトが陥没していた。すごい、の一言だった。 」 （原文のママ）
　
地震発生に伴い、陸上自衛隊第４施設団（京都府宇治市広野町の大久保駐屯地）の担当者は、直ちに、奈良県の担
当者の「携帯」に連絡を入れた。県内の「被害」状況を把握するためである。この素早い「連携」 （組織間対応）を通じて、地震発生直後の「衝撃期」の段階で、奈良県内に大きな被害が出ていないことが確認された。第４施設団の主力が、時をうつさず、 「神戸救援を決めた」背景である（ 「部隊の重み」の例） 。　
第４施設団と奈良県庁とのいち早い「連携」を生み出した最大の要因は、両者の日頃からの「付き合い」 （組織間






























「自衛隊法では、知事の要請で自衛隊が災害出動をするが、緊急時は当直職員が近くの自衛隊部隊に連絡すれば、手続き上は知事が要請したことになる。電話が通じなかったという事情はあっても、今回そうした動きはなかったという。しかし、自衛隊出動の遅れの背景には、神戸市などの『自衛隊アレルギー』がある。自衛隊との間で平素、震災訓練をしておらず、いざという時の対応が分から のではないかとの見方 一般的だ。 」 （ 『読売新聞』
 平成七年〈一九九五年〉一月二九日） 。
「これまでは法的な制限などから、災害時であっても自衛隊が全面に踊り出ることを警戒する空気が国内にあったのは歪めない。 」 （ 『日経新聞』
 平成七年〈一九九五年〉一月二三日） 。
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第八三条の制定の経緯やその頃の政治的環境を知る関係者の中には、 当時の社会党 （左派） の政治路線
―
つまり、
たとえどのような状況下にあっても、 自衛隊の運用を 「否定」 しようと 「党」 の方針
―
を汲み取るものが多い。 事

















































































育を授かったが、未だこの国に何一つ報いていない」ことに、心を砕いていた。防衛大学校第８期（電気工学）を卒業後、 陸上自衛隊幹部候補生学校の課程を修め、 他の仲間の同期生等と同様 生涯の大半を日本の「安全保障」と「平和」 （ 「四表の静謐」 ）のために尽力した。現役から退いた後は「偕行社」の活動に参画し、 国家への深い「想い」と「報恩」の念を秘めて、その活動の任に就いた。言わば、典型的な「武士」 （もののふ）であ 。　「偕行社」 （東京都千代田区九段南） の活動の歴史的意義は、後世の日本人に向けて、幕末維新後の 「日本近代化」 の世界史的意義を綴ることにある。十九世紀後半、極東 小さな島国・日本は
―
アジア、アフリカ諸国がことごとく西
欧列強 （ 「白人国家」 ） の草刈り場 （植民地） となる中で
―
、唯一、急速に近代化を達成し、世界の 「桧舞台」 に列強の一




















気象隊長は、偕行社 仲間等３名と共に、仙台駐屯地の「指揮所」 （統合任務部隊司令部）に向かった。途中、部隊・司令部への「陣中見舞い」として 都内数か所の倉庫を回り数千本の栄養ドリンク剤を調達し、車に積み込んだ。ある業者の方からは、事情 分かると、代金も取らず、 「 『仙台までの途中で、あなた方４名で飲んで下さい』と言って、数百本もの栄養ドリンク剤が提供された。自分たちの分なら、４本でよかっ のに。 」と、今も 松村興延・元１等陸佐は、その時 ことを深く心に刻んでいる　
当時、 東北地方・太平洋沿岸地域に派遣され、 「救援活動」 当った部隊・隊員の多く 、 白米と水、 そして時折出さ
れる具のない味噌汁といった 「粗食」 のため、 また野菜不足等も重なり、 体調不良や健康管理の問題が懸念され岩手県陸前高田市に展開した第９師団第５普通科連隊 （青森駐屯地） 第３科長 （ 「作戦幕僚 ） 岩上隆安２等陸佐 （当時） は、 筆者が、 粗食に耐えて懸命に任務遂行に当る部隊・隊員の 「健康状態」 について敢えて尋ねると、 「実は、 ここ陸前高田市に来て、 一度だけ豚 を食べました。 うまかった す。 」 と話してくれた 平成
23年４月５日） 。 東北の 「沿岸部」
では救援に携わる部隊・隊員の多くが、貧しい粗食に耐え懸命 被災者の盾となり、困難な救援活動に従事していた。日本中が東北救援 向けて つに繋がっていた。敢えて 社会学的知見を記せば、災害は良くも悪くも、当該社会や
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の国は大丈夫だ。被災地では、小さな子供達までもが、水の入った一本のペットボトルをもらうにも、列に整然と並んで順番を待っている。第一、 君たちには、 天皇（陛下）がおられるではないか」と、 語りかけてきた。年老いた「退役」将校までもが、 司令部に駆けつけ、 懸命に部隊（ 「後輩」達）を励ます姿に接した 米軍将校が示した「配慮」 （ 「対応」 ）の一例である。　
自衛隊は「冷戦」の脅威に対して軍事・安全保障の側面からわが国の平和の「礎」となり、経済活動を始め、国民























探査衛星「はやぶさ」に象徴される宇宙開発力、新幹線、リニアモーターカー、半導体基幹 品、鋳物や炭素繊維等の様々な素材の開発 …… み る日本 「ものづくりの力」 ） 、 ⑧
 世界第６位の広大な水域（ 「内水・領海」と「排











を持ちだすことはない。へたをすれば、 処分を受けてしまう。 （ 「神戸」の）調査を機に、
お互い少しは顔見知りにはなっていたが、多分、わたしになら理解してもらえるであろうと、自己の信念を述べたのである。以来、二〇数年を経たが、その時の模様が鮮明に浮かび上がってくる。当時、日本社会党委員長であった村山富一氏が政権を執っていた。まだ 自衛隊へ 風当たりが強い時代であ た。　
社会学的観点から見れば、災害は重要な社会変動を生起させる。また、災害は「脅威」や「衝撃」への対応の在り
方を含め、すべて「 治現象」の一端であるといってよい。社会学的表現を用いれば、災害は、経済的、政治的、環境的、文化的構造を含め既存の社会構造や制度の中に潜む「歪」や「欠陥」を赤裸々 照らし出す。　
阪神・淡路大震災が残した最大の教訓は、とくに災害の「衝撃期」 、 「被害の査定期」 、 「救助期」の各段階では「行
―143―
政」 （自治体）と「自衛隊」 （地元の救援を担う第一線部隊・駐屯地）との間の積極的「連携」や「調整」 、つまり両者の緊密で前向きな「組織間対応」の必要性を証明した点にある。こうした指摘（ 「知見」 ）は、 「阪神・淡路大震災」の「衝撃期 の段階でとられた村山・社会党政権や兵庫県庁等の稚拙な初動対応の例から導き出すことができる。






















冷戦時代、ソ連・東側の「社会主義思想」に立脚し、 「反安保」 （反日米同盟）を訴え 彼らの「専守防衛」への強
い、絶対的なこだわりも然りである。 「専守防衛」の主張の中には、有事や危機に際して、国民の生命や財産そして人権を護るための具体的な方策や対応について何ら語られていない。こうした政策は、敵性国家などからのテロや攻撃を誘発する 好の機会を生み出し、その結果、有事においては日本国土が悲惨な「戦場」となる。まさに、 「本土決戦」である。世界中で、政治家がこの様な「ばかげた」ことを公言するような国は、日本だけであ そこ は、
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人類の歴史が示す数々の教訓がまったく顧みられていない。仮令（たとい） 、このような主張は「おとぎ話」の世界であっても通用しない。世界の「グローバル」化が謳われて久しいが、まさに時代錯誤そのものといえよう。 「ＩＳ」の例からもテロ（ 「非対称戦」 ）や紛争・戦争でさえ、ますますグローバルな様相を強めている が分かる。まさに、神戸 災害は社会党政権が担う政策の本質的欠陥を明示したと言える。　
また、フランスの著名な社会学者の一人であるジャン・ボードリャールは、被災地・神戸の視察をもとに、今回の
地震の特徴について次のように述べている。

















使命感と責任感と 持った『ボランティア』である。 」 （傍線は田中による）
　
大阪市の南西近郊にある八尾駐屯地（狭小なヘリポート）周辺には、一般の住家、商店、町工場などが密集してい
る。 （震災）当時、正面ゲート付近は駐屯地と互いに軒を並べるようにして一般の住家が密集していた。しかし、地震発災とともに地元自治会連合会を中心に多くの方々が、一日数百回にも及ぶ離着陸、上空通過、騒音などをものともせず、 害派遣の飛行に温かい理解 示し、救援活動への理解 求め ポスターの張り出しなどにも率先して協力した。被災地などでよくある光景であるが、ここでも自衛隊と住民とが協力し合いながら、連日、懸命 被災者と被災地・神戸を助けていた。　
陸上自衛隊中部方面航空隊の地震発生の「対応」は、各方面から高く評価されている。七時一四分、観測ヘリ一機
が離陸した。この時点では、兵庫県知事の出動（災害派遣）要請が出されて なかったため、 「訓練」を名目に観測用ヘリコプターを神戸、淡路方面の「偵察」へ向かわせている。一刻を争う事態であり、 「緊急性」 問われていた。山根司令の意図（真意）は「偵察」である。 「苦肉の策」である。　
当時、自衛隊の積極的運用が問題視される時代であった。今日の常識では考えにくい程、部隊の「動き」 （運用）
































「五五年体制」の残滓を「消し去った」 （ 「葬り去った」 ）のである。明らかに、神戸の







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































31年度（令和元年） ・早稲田大学特定課題研究（ 「研究基盤形式」 、個人研究、課題番号
２０１９Ｃ
－ ４１５）の研究助成を受けて行った。
 
零和元年（２０１９年）
11月
10日「祝賀御列の儀」を祝って

